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1. 平成30年3月期の業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 

(注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、１株当 
   たり当期純利益を算定しております。 

(2) 財政状態 

(注)１．「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 
     なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 
   ２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、 
     １株当たり純資産を算定しております。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 9,609 △0.9 1,311 29.9 868 23.1
29年3月期 9,698 △3.9 1,009 △46.5 705 △34.0

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当た
り当期純利益

自己資本当期純利
益率

経常収支率 預金残高

円 銭 円 銭 ％ ％ 百万円

30年3月期 320.46 ― 3.0 86.3 457,001
29年3月期 260.48 ― 2.5 89.5 449,124

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 ―百万円 29年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 523,609 28,898 5.5 10,669.80
29年3月期 517,033 28,019 5.4 10,343.47

（参考） 自己資本 30年3月期 28,898百万円 29年3月期 28,019百万円

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー

現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 △4,247 4,164 △136 41,732
29年3月期 19,788 1,073 △163 41,952

2. 配当の状況 

(注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期の１株当たり期末配当金については、当該株式併
   合を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00 135 19.1 0.4
30年3月期 ― 2.50 ― 25.00 ― 135 15.6 0.4
31年3月期(予想) ― 25.00 ― 25.00 50.00 27.0

3. 平成31年 3月期の業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,700 △2.4 400 △42.2 250 △48.0 92.30
通期 9,400 △2.1 800 △38.9 500 △42.3 184.61



※ 注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、 
   期末発行済株式数(自己株式を含む)、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 2,737,160 株 29年3月期 2,737,160 株
② 期末自己株式数 30年3月期 28,768 株 29年3月期 28,252 株
③ 期中平均株式数 30年3月期 2,708,718 株 29年3月期 2,709,006 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
 り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

  平成２９年度のわが国経済は、政府による経済政策等を背景に雇用情勢の改善が続くなど、緩やかな回復基調

を辿りました。海外経済の着実な成長の下で輸出や生産の持ち直しが続き、設備投資は堅調な企業収益を起点に、

増加基調で推移いたしました。また、個人消費は株高や世界的な景気回復を背景とした消費マインドの改善に加

え、耐久財の買い替え需要による下支えもあり、底堅い動きとなりました。

　なお、先行きにつきましては、雇用・所得環境の改善が続く中で、政府等による各種政策効果もあって緩やか

な回復基調が続くものと考えられますが、欧米各国の金融正常化に向けた出口戦略の動向、米国の政策運営や英

国のＥＵ離脱問題等、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動に加えて、北朝鮮を始めとする地政学リスクが

景気の下押しリスクとなっており、これらの動向には留意する必要があります。

　金融情勢につきましては、４月には北朝鮮や中東情勢の緊迫化等を受け円高が進行、日経平均株価は年初来安

値を更新する１８，０００円台前半まで下落する展開となりました。しかし、その後に実施された仏国の大統領

選挙により欧州政治不安が後退すると市況が反転、好調な企業業績等もあって６月には２０，０００円台を回復

いたしました。また、１０月には世界的な景気回復の持続等を背景に、日経平均株価は過去最長となる１６営業

日続伸を記録するなど堅調に推移し、１月には一時２４，０００円を超える水準にまで上昇しました。その後、

米国の長期金利上昇を受け、円高株安となる局面が見られましたが、総じて落ち着いた展開となり、２１，００

０円台で当年度末を迎えました。

　一方、国内金利は、長期および短期金利ともに引き続き低位で推移いたしました。特に長期金利（１０年国債

利回り）は、日本銀行のマイナス金利政策を含む大規模な金融緩和策の影響により、概ね０％近辺の推移に留ま

りました。

　このような金融経済環境のもと、役職員一同、業績の向上と経営体質の強化に努めてまいりました結果、業容

面では、預金及び譲渡性預金は前年同期比５６億６８百万円増加し、３月末残高は４，６８２億２２百万円とな

りました。貸出金は前年同期比６５億４１百万円増加し、３月末残高は３，７４４億４６百万円となりました。

有価証券は前年同期比４４億６９百万円減少し、３月末残高は９０４億８８百万円となりました。

　損益面では、経常利益は前年同期比３億２百万円増加して１３億１１百万円となりました。また、当期純利益

につきましては、前年同期比１億６３百万円増加して８億６８百万円となりました。

　営業面では、公共債、証券投資信託及び保険の預り資産残高は、平成３０年３月末で４２７億円となっており

ます。

（２）当期の財政状態の概況

　当事業年度末における資産につきましては、貸出金等の増加により、前年同期末比６５億７６百万円増加の５，

２３６億９百万円となりました。

　負債につきましては、預金等の増加により、前年同期末比５６億９７百万円増加の４，９４７億１１百万円と

なりました。

　純資産につきましては、利益剰余金等の増加により、前年同期末比８億７９百万円増加の２８８億９８百万円

となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の純増等により４２億４７百万円のマイナ

スとなりました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入等により４１億６４

百万円のプラスとなりました。財務活動によるキャッシュ・フローは１億３６百万円のマイナスとなりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、２億１９百万円マイナスの４１７億３２百万円となりました。

（４）今後の見通し

　平成３０年度の通期業績予想につきましては、経常収益９４億円、経常利益８億円、当期純利益５億円を見込

んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当行は銀行業としての公共性に鑑み、長期にわたって安定的な経営基盤を確保すべく、内部留保の充実に努め

るとともに、株主の皆さまに対し、安定した配当を継続的に行うことを基本方針としております。

　当期の期末配当につきましても、この基本方針を継続し、１株当たり２５円を予定しております。

　内部留保資金につきましては、効率的な運用を行い、財務体質の強化を図りながら一層の業績向上に努めてま

いりたいと考えております。

　なお、次期以降につきましても、この基本方針に則り適切な利益配分を行ってまいります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当行は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成して

おります。

　なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応してい

く方針であります。
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３．財務諸表及び主な注記 

（１）貸借対照表 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部     

  現金預け金 41,956 41,736 

    現金 5,344 5,390 

    預け金 36,612 36,346 

  有価証券 94,957 90,488 

    国債 49,069 43,448 

    地方債 3,134 3,361 

    社債 25,296 25,996 

    株式 8,843 10,038 

    その他の証券 8,612 7,643 

  貸出金 367,905 374,446 

    割引手形 6,545 7,333 

    手形貸付 23,426 25,207 

    証書貸付 315,957 317,753 

    当座貸越 21,976 24,152 

  外国為替 128 265 

    外国他店預け 128 265 

  その他資産 789 4,859 

    未決済為替貸 41 49 

    未収収益 398 411 

    その他の資産 349 4,398 

  有形固定資産 13,626 13,564 

    建物 2,768 2,677 

    土地 10,445 10,454 

    リース資産 38 22 

    建設仮勘定 - 7 

    その他の有形固定資産 373 402 

  無形固定資産 161 482 

    ソフトウエア 143 87 

    その他の無形固定資産 17 394 

  前払年金費用 1,370 1,566 

  支払承諾見返 211 176 

  貸倒引当金 △4,072 △3,977 

  資産の部合計 517,033 523,609 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部     

  預金 449,124 457,001 

    当座預金 11,355 13,832 

    普通預金 158,516 167,161 

    貯蓄預金 534 493 

    通知預金 2,066 2,182 

    定期預金 270,004 268,280 

    定期積金 4,337 4,136 

    その他の預金 2,307 914 

  譲渡性預金 13,430 11,221 

  債券貸借取引受入担保金 21,222 20,930 

  その他負債 1,858 2,194 

    未決済為替借 120 160 

    未払法人税等 227 218 

    未払費用 847 822 

    前受収益 288 275 

    給付補填備金 1 0 

    リース債務 41 24 

    資産除去債務 9 10 

    その他の負債 322 682 

  役員退職慰労引当金 320 185 

  睡眠預金払戻損失引当金 142 140 

  繰延税金負債 826 983 

  再評価に係る繰延税金負債 1,878 1,878 

  支払承諾 211 176 

  負債の部合計 489,014 494,711 

純資産の部     

  資本金 2,500 2,500 

  資本剰余金 1,203 1,203 

    資本準備金 1,203 1,203 

  利益剰余金 16,369 17,102 

    利益準備金 1,396 1,396 

    その他利益剰余金 14,973 15,705 

      固定資産圧縮積立金 532 528 

      別途積立金 13,525 14,125 

      繰越利益剰余金 915 1,052 

  自己株式 △123 △125 

  株主資本合計 19,949 20,680 

  その他有価証券評価差額金 3,816 3,963 

  土地再評価差額金 4,253 4,253 

  評価・換算差額等合計 8,069 8,217 

  純資産の部合計 28,019 28,898 

負債及び純資産の部合計 517,033 523,609 
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（２）損益計算書 

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

経常収益 9,698 9,609 

  資金運用収益 8,241 8,176 

    貸出金利息 7,076 6,966 

    有価証券利息配当金 1,138 1,184 

    預け金利息 26 25 

    その他の受入利息 0 0 

  役務取引等収益 1,028 1,021 

    受入為替手数料 351 349 

    その他の役務収益 677 672 

  その他業務収益 111 3 

    外国為替売買益 2 3 

    商品有価証券売買益 0 0 

    国債等債券売却益 108 - 

  その他経常収益 316 408 

    株式等売却益 91 170 

    その他の経常収益 224 237 

経常費用 8,689 8,298 

  資金調達費用 401 317 

    預金利息 390 314 

    譲渡性預金利息 10 2 

    債券貸借取引支払利息 0 0 

    借用金利息 0 0 

    その他の支払利息 0 - 

  役務取引等費用 957 1,037 

    支払為替手数料 83 83 

    その他の役務費用 873 954 

  その他業務費用 42 - 

    国債等債券売却損 42 - 

  営業経費 6,634 6,509 

  その他経常費用 653 434 

    貸倒引当金繰入額 386 151 

    貸出金償却 0 0 

    株式等売却損 2 0 

    その他の経常費用 264 282 

経常利益 1,009 1,311 

特別利益 51 - 

  固定資産処分益 51 - 

特別損失 2 11 

  固定資産処分損 2 2 

  減損損失 - 8 

税引前当期純利益 1,058 1,299 

法人税、住民税及び事業税 359 319 

法人税等調整額 △7 112 

法人税等合計 352 431 

当期純利益 705 868 
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（３）株主資本等変動計算書 

  前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日) 

  

  

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,500  1,203  1,396 536 12,625 1,268 15,826  △122 19,407 

当期変動額                   

剰余金の配当           △162 △162    △162 

当期純利益           705 705    705 

自己株式の取得               △0 △0 

固定資産圧縮積立金 
の取崩       △4   4 ―   ― 

別途積立金の積立         900 △900 ―   ― 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額)                   

当期変動額合計 ― ― ― △4 900 △352 543  △0 542 

当期末残高 2,500  1,203  1,396 532 13,525 915 16,369  △123 19,949 
 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 4,069  4,253  8,323 27,730 

当期変動額         

剰余金の配当       △162 

当期純利益       705 

自己株式の取得       △0 

固定資産圧縮積立金 
の取崩       ― 

別途積立金の積立       ― 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

△253  ― △253 △253 

当期変動額合計 △253  ― △253 288 

当期末残高 3,816  4,253  8,069 28,019 
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  当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日) 

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,500  1,203  1,396 532 13,525 915 16,369  △123 19,949 

当期変動額                   

剰余金の配当           △135 △135    △135 

当期純利益           868 868    868 

自己株式の取得               △1 △1 

自己株式の処分           △0 △0  0 0 

固定資産圧縮積立金 
の取崩       △4   4 ―   ― 

別途積立金の積立         600 △600 ―   ― 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額)                   

当期変動額合計 ― ― ― △4 600 136 732  △1 730 

当期末残高 2,500  1,203  1,396 528 14,125 1,052 17,102  △125 20,680 
 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 3,816  4,253  8,069 28,019 

当期変動額         

剰余金の配当       △135 

当期純利益       868 

自己株式の取得       △1 

自己株式の処分       0 

固定資産圧縮積立金 
の取崩       ― 

別途積立金の積立       ― 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

147  ― 147 147 

当期変動額合計 147  ― 147 878 

当期末残高 3,963  4,253  8,217 28,898 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前当期純利益 1,058 1,299 

  減価償却費 379 375 

  減損損失 - 8 

  貸倒引当金の増減（△） 119 △95 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 55 △135 

  睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 7 △2 

  資金運用収益 △8,241 △8,176 

  資金調達費用 401 317 

  有価証券関係損益（△） △156 △169 

  為替差損益（△は益） 0 0 

  固定資産処分損益（△は益） △48 2 

  貸出金の純増（△）減 △8,421 △6,541 

  預金の純増減（△） 6,011 7,877 

  譲渡性預金の純増減（△） 115 △2,208 

  債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 21,222 △291 

  外国為替（資産）の純増（△）減 90 △136 

  資金運用による収入 8,296 8,206 

  資金調達による支出 △455 △342 

  その他 △162 △3,907 

  小計 20,272 △3,920 

  法人税等の支払額 △483 △327 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 19,788 △4,247 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有価証券の取得による支出 △10,199 △6,344 

  有価証券の売却による収入 1,602 790 

  有価証券の償還による収入 10,039 10,373 

  有形固定資産の取得による支出 △407 △290 

  有形固定資産の除却による支出 △0 △0 

  有形固定資産の売却による収入 100 - 

  無形固定資産の取得による支出 △60 △363 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 1,073 4,164 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  配当金の支払額 △162 △134 

  自己株式の取得による支出 △0 △1 

  自己株式の売却による収入 - 0 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △163 △136 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,698 △219 

現金及び現金同等物の期首残高 21,253 41,952 

現金及び現金同等物の期末残高 41,952 41,732 
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（５）財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 
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(有価証券関係) 

※１．貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」を記載しております。 

※２．「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」は、該当ありません。 

 

１．売買目的有価証券  

該当事項はありません。 
 
２．満期保有目的の債券 
  該当事項はありません。 
 
３．その他有価証券 

当事業年度(平成 30 年３月 31 日) 

 種類 
貸借対照表 

計上額(百万円) 
取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額 

が取得原価を超え 

るもの 

株式 8,173 4,502 3,670

債券 66,045 63,778 2,267

国債 43,448 41,627 1,820

地方債 2,505 2,455 50

社債 20,091 19,695 396

その他 2,429 2,260 169

小計 76,648 70,541 6,107

貸借対照表計上額 

が取得原価を超え 

ないもの 

株式 1,137 1,422 △284

債券 6,761 6,767 △6

国債 ― ― ―

地方債 855 857 △1

社債 5,905 5,910 △5

その他 4,867 4,953 △85

小計 12,766 13,142 △376

合計 89,414 83,683 5,731
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４．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

    該当事項はありません。 

 
５．当事業年度中に売却したその他有価証券 

当事業年度(自 平成 29 年４月１日 至 平成 30 年３月 31 日) 

種類 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

株式 225 119 0

その他 564 50 ―

合計 790 170 0

 
６．保有目的を変更した有価証券 

該当事項はありません。 

 
７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて困難なものを除く)のうち、当該有価証券の

時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないもの

については、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理(以
下「減損処理」という。)しております。 

当事業年度における減損処理額は、該当ありません。 
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、発行会社の信用リスク(自己査定における債務者

区分、外部格付等)、過去の一定期間における時価の推移等を勘案した基準により行っております。 
 

(その他有価証券評価差額金) 

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

当事業年度(平成 30 年３月 31 日) 

 金額(百万円) 

評価差額 5,731

その他有価証券 5,731

その他の金銭の信託 ―

(△)繰延税金負債 1,767

その他有価証券評価差額金 3,963
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(持分法損益等) 

１．関連会社に関する事項 

当行は、関連会社を有しておりません。 

 

２．開示対象特別目的会社に関する事項 

当行は、開示対象特別目的会社を有しておりません。 

 

(セグメント情報) 
当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

(１株当たり情報) 

 
当事業年度 

(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日) 

１株当たり純資産額 10,669円80銭

１株当たり当期純利益金額 320円46銭

(注) １．平成29年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。１株当たり純資産額及び１株当

たり当期純利益金額は、当事業年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して算出しております。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

純資産の部の合計額 百万円 28,898

純資産の部の合計額から 
控除する金額 

百万円 ―

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 28,898

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた期末の普通株式の数 

千株 2,708

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当事業年度 

(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 百万円 868

普通株主に帰属しない金額 百万円 ―

普通株式に係る当期純利益 百万円 868

普通株式の期中平均株式数 千株 2,708

４．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

 
 
(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 
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４．その他 

役員の異動（平成 30年 6月 28日付） 

 

１．代表者の異動 

  該当事項はありません。 

 

 

２．その他の役員の異動 

（１）新任取締役候補 

            

新 役 職 名 氏   名 現 役 職 名 

取  締  役 三
み

 浦
うら

 康
やす

 昭
あき

 理事人事総務部長 

 

（２）新任監査役候補 

            

新 役 職 名 氏   名 現 役 職 名 

非常勤監査役 米
よね

 倉
くら

 和
かず

 久
ひさ

 
西部瓦斯株式会社 

常務執行役員 

※監査役候補者 米倉和久氏は、会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役であります。 

 

（３）退任予定監査役 

 

氏   名 現 役 職 名 

道
みち

 永
なが

  幸
ゆ き

 典
の り

 非常勤監査役 
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 新任取締役候補 氏名・略歴 

 

三
み

 浦
うら

 康
やす

 昭
あき

 

（昭和 33年 6月 21日生）   

  昭和 56年  4 月    当行入行 

  平成 11年  4 月  前原支店長 

  平成 13年  6月    香椎支店長 

  平成 15年  6 月  営業統括部推進役 

  平成 17年  6 月  飯塚支店長 

  平成 19年 10 月  馬出支店長 

  平成 22年  4 月  博多支店長 

  平成 24年  4 月  久留米支店長 

  平成 26年 4月  人事総務部長 

平成 27年 7 月  理事人事総務部長（現職） 

 

 

 新任監査役候補 氏名・略歴 

 

米
よね

 倉
くら

 和
かず

 久
ひさ

 

（昭和 32年 2 月 15日生）   

  昭和 55年  4 月    西部瓦斯株式会社入社 

  平成 19年  7 月  同社 事業推進部関連事業室長 

  平成 20年  7 月    同社 事業推進部長 

  平成 24年  4 月  同社 理事事業推進部長 

  平成 25年  4 月  同社 執行役員事業推進部長 

  平成 27年 4月  同社 常務執行役員事業推進部長 

  平成 30年 4月  同社 常務執行役員 （現職） 
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Ⅰ 平成３０年３月期決算の概況

１．損益状況
（単位：百万円）

３０年３月期 ２９年３月期
２９年３月期比 増減率

7,846 △ 135 7,981
7,846 △ 68 7,914
7,836 △ 137 7,973

資 金 利 益 7,855 18 7,837
役 務 取 引 等 利 益 △ 18 △ 87 69
そ の 他 業 務 利 益 0 △ 66 66
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） - △ 66 66

10 3 7
資 金 利 益 4 2 2
役 務 取 引 等 利 益 2 0 2
そ の 他 業 務 利 益 3 1 2
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） - - -

6,573 △ 69 6,642
3,841 △ 105 3,946
2,357 47 2,310

373 △ 11 384
1,273 △ 66 1,339 -4.93%
1,273 1 1,272 0.08%

① △ 162 △ 250 88
1,435 185 1,250 14.80%

- △ 66 66
△ 123 118 △ 241

169 80 89
② 478 33 445

貸 出 金 償 却 0 0 0
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 313 15 298
延 滞 債 権 売 却 損 24 △ 3 27
そ の 他 140 21 119

③ - - -
1,311 302 1,009
△ 11 △ 59 48
△ 2 △ 50 48

固 定 資 産 処 分 益 - △ 51 51
固 定 資 産 処 分 損 2 0 2

8 8 -
1,299 241 1,058

319 △ 40 359
112 119 △ 7
431 79 352
868 163 705

316 △ 218 534与 信 関 係 費 用 （ ① ＋ ② － ③ ）

物 件 費
人 件 費

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

国 際 業 務 粗 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

業 務 純 益

経 常 利 益

業 務 粗 利 益
（ 除 く 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） ）

業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 前 ）

う ち 不 良 債 権 処 理 額
う ち 株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 尻 ）

臨 時 損 益
う ち 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ）

税 金

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
除く国債等債券損益【コア業務純益】

特 別 損 益

う ち 減 損 損 失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計
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２．業務純益
（単位：百万円）

３０年３月期 ２９年３月期
２９年３月期比

（１）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 1,273 △ 66 1,339
職員一人当たり（千円） 2,486 △ 35 2,521

（２）業務純益 1,435 185 1,250
職員一人当たり（千円） 2,802 448 2,354

３．利鞘

３０年３月期 ２９年３月期
２９年３月期比

（１）資金運用利回（Ａ） 1.79 0.00 1.79
（イ）貸出金利回 1.91 △ 0.05 1.96
（ロ）有価証券利回 1.33 0.15 1.18

（２）資金調達原価（Ｂ） 1.43 △ 0.05 1.48
（イ）預金等利回 0.06 △ 0.02 0.08
（ロ）外部負債利回 0.29 0.00 0.29

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） 0.36 0.05 0.31

《参考》 国内部門の利鞘
３０年３月期 ２９年３月期

２９年３月期比
（１）資金運用利回（Ａ） 1.79 0.00 1.79

（イ）貸出金利回 1.91 △ 0.05 1.96
（ロ）有価証券利回 1.34 0.13 1.21

（２）資金調達原価（Ｂ） 1.42 △ 0.05 1.47
（イ）預金等利回 0.06 △ 0.02 0.08
（ロ）外部負債利回 0.29 0.00 0.29

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） 0.37 0.05 0.32

４．有価証券関係損益

３０年３月期 ２９年３月期
２９年３月期比

国債等債券損益（５勘定尻） - △ 66 66
売却益 - △ 108 108
償還益 - - -
売却損 - △ 42 42
償還損 - - -
償却 - - -

株式等損益（３勘定尻） 169 80 89
売却益 170 79 91
売却損 0 △ 2 2
償却 - - -
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５．自己資本比率（国内基準）

（単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

[速報値] 29年9月末比 29年3月末比

自己資本比率 7.28% △ 0.47% △ 0.29% 7.75% 7.57%

自己資本の額 21,257 △ 757 △ 241 22,014 21,498

リスク・アセットの額 291,815 8,088 7,946 283,727 283,869

総所要自己資本額 11,672 323 318 11,349 11,354

※総所要自己資本額＝リスク・アセットの額×４％

６．ＲＯＥ

（単位：％）

30年3月期 29年3月期

29年3月期比

業務純益ベース 5.04 0.56 4.48

当期純利益ベース 3.05 0.52 2.53

（算式） 　　     　　　　業務純益（当期純利益）

            （期首純資産の部合計＋期末純資産の部合計）÷２
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Ⅱ 貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

部分直接償却は実施していない

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先の未収利息は不計上としている

（単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

破綻先債権 293 112 21 181 272

延滞債権 12,342 △ 787 △ 1,036 13,129 13,378

３カ月以上延滞債権 - - - - -

貸出条件緩和債権 1,683 △ 116 △ 441 1,799 2,124

合  計 14,319 △ 791 △ 1,456 15,110 15,775

（単位：百万円）

貸出金残高（末残） 374,446 8,689 6,541 365,757 367,905

（単位：％）

破綻先債権 0.07 0.03 0.00 0.04 0.07

延滞債権 3.29 △ 0.29 △ 0.34 3.58 3.63

３カ月以上延滞債権 - - - - -

貸出条件緩和債権 0.44 △ 0.05 △ 0.13 0.49 0.57

合  計 3.82 △ 0.31 △ 0.46 4.13 4.28

２．貸倒引当金等の状況

（単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

貸倒引当金 3,977 △ 2 △ 95 3,979 4,072

一般貸倒引当金 1,327 △ 53 △ 162 1,380 1,489

個別貸倒引当金 2,649 51 67 2,598 2,582

３．リスク管理債権に対する引当率

（単位：％）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

部分直接償却・実施せず 27.77 1.44 1.96 26.33 25.81

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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４．金融再生法開示債権 部分直接償却は実施していない

（単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,181 △ 387 △ 395 7,568 7,576

危険債権 5,475 △ 289 △ 621 5,764 6,096

要管理債権 1,683 △ 116 △ 441 1,799 2,124

合   計 （Ａ） 14,340 △ 792 △ 1,458 15,132 15,798

正常債権 （Ｂ） 360,507 9,477 7,973 351,030 352,534

総与信額  (Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 374,847 8,684 6,515 366,163 368,332

総与信残高比（Ａ）／（Ｃ）             （％） 3.82 △ 0.31 △ 0.46 4.13 4.28

５．金融再生法開示債権の保全状況

（単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

保全額（Ｄ） 13,320 △ 725 △ 1,269 14,045 14,589

貸倒引当金 2,501 △ 50 △ 55 2,551 2,556

担保保証等 10,819 △ 675 △ 1,213 11,494 12,032

保全率（Ｄ）／（Ａ）　　　　　　　　　　（％） 92.88 0.07 0.53 92.81 92.35

 《参考》金融再生法開示債権の保全内訳 （単位：百万円、％）

債権額 保全等カバー 保全率

引当金 担保・保証等

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,181 7,181 1,616 5,564 100.00

危険債権 5,475 5,103 867 4,235 93.20

要管理債権 1,683 1,035 16 1,019 61.51

合   計 14,340 13,320 2,501 10,819 92.88

 《参考》自己査定結果（分類額） （単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

総与信残高 374,847 8,684 6,515 366,163 368,332

非分類額 226,643 8,463 7,895 218,180 218,748

分類額合計 148,204 222 △ 1,380 147,982 149,584

Ⅱ分類 147,915 228 △ 1,388 147,687 149,303

Ⅲ分類 289 △ 6 9 295 280

Ⅳ分類 - - - - -

※分類額は個別貸倒引当金控除後の金額

 《参考》自己査定結果（債務者区分別残高） （単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

破綻先 293 112 21 181 272

実質破綻先 6,888 △ 499 △ 416 7,387 7,304

破綻懸念先 5,475 △ 289 △ 621 5,764 6,096

要注意先 213,457 3,779 1,064 209,678 212,393

正常先 148,732 5,581 6,467 143,151 142,265

総与信残高 374,847 8,684 6,515 366,163 368,332
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６．業種別貸出状況等

① 業種別貸出金 （単位：百万円）
30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） 374,446 8,689 6,541 365,757 367,905

製造業 16,068 622 838 15,446 15,230
農業、林業 429 297 313 132 116
漁業 39 1 0 38 39
鉱業、採石業、砂利採取業 1,309 266 141 1,043 1,168
建設業 47,257 4,481 4,200 42,776 43,057
電気・ガス・熱供給・水道業 5,894 163 109 5,731 5,785
情報通信業 2,200 △ 209 △ 299 2,409 2,499
運輸業、郵便業 9,780 125 446 9,655 9,334
卸売業、小売業 40,595 916 1,623 39,679 38,972
金融業、保険業 9,119 176 287 8,943 8,832
不動産業、物品賃貸業 86,030 △ 1,538 △ 4,592 87,568 90,622
各種サービス業 51,443 2,090 2,590 49,353 48,853
地方公共団体 19,785 159 △ 314 19,626 20,099
その他 84,493 1,141 1,201 83,352 83,292

② 業種別リスク管理債権 （単位：百万円）
30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） 14,319 △ 791 △ 1,456 15,110 15,775

製造業 1,237 △ 102 △ 154 1,339 1,391
農業、林業 8 0 4 8 4
漁業 - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - -
建設業 2,073 △ 95 29 2,168 2,044
電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - -
情報通信業 98 10 32 88 66
運輸業、郵便業 508 △ 160 △ 165 668 673
卸売業、小売業 2,855 △ 42 △ 169 2,897 3,024
金融業、保険業 0 0 △ 8 0 8
不動産業、物品賃貸業 1,979 103 △ 248 1,876 2,227
各種サービス業 3,599 △ 406 △ 520 4,005 4,119
地方公共団体 - - - - -
その他 1,959 △ 97 △ 255 2,056 2,214

③ 消費者ローン残高 （単位：百万円）
30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

消費者ローン残高 70,326 174 531 70,152 69,795
うち住宅ローン残高 47,011 101 △ 129 46,910 47,140
うちその他ローン残高 23,314 72 660 23,242 22,654

④ 中小企業等貸出比率、残高 （単位：％、百万円）
30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

中小企業等貸出比率 92.19 0.10 0.36 92.09 91.83
中小企業等貸出残高 345,207 8,356 7,351 336,851 337,856
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７．国別貸出状況等

該当ありません。

８．預金、貸出金の残高 （単位：百万円、％）
30年3月期 29年3月期 増減率

29年3月期比

総預金　　　　　　　（末残） 468,222 5,668 462,554 1.22
預金　　　 　　（末残） 457,001 7,877 449,124 1.75
譲渡性預金　（末残） 11,221 △ 2,209 13,430 △ 16.44

総預金　　　　　　　（平残） 477,830 4,775 473,055 1.00
預金　　　 　　（平残） 467,797 5,537 462,260 1.19
譲渡性預金　（平残） 10,033 △ 762 10,795 △ 7.05

貸出金（末残） 374,446 6,541 367,905 1.77
          （平残） 364,520 4,509 360,011 1.25

《参考》 個人、法人別預金内訳
（期中平均残高ベース） （単位：百万円、％）

30年3月期 29年3月期 増減率
29年3月期比

個人預金 330,767 2,933 327,834 0.89
流動性預金 100,369 3,145 97,224 3.23
固定性預金 230,398 △ 212 230,610 △ 0.09

法人預金 115,480 2,377 113,103 2.10
流動性預金 72,130 4,986 67,144 7.42
固定性預金 43,349 △ 2,609 45,958 △ 5.67

合計 446,247 5,309 440,938 1.20
流動性預金 172,500 8,131 164,369 4.94
固定性預金 273,747 △ 2,821 276,568 △ 1.02

《参考》 信用保証協会保証付融資残高
（単位：百万円）

30年3月末 29年9月末 29年3月末
29年9月末比 29年3月末比

信用保証協会保証付融資残高 63,871 257 △ 238 63,614 64,109
※融資残高に占める信用保証協会保証付融資残高の割合    １７．０％

９．役職員数及び拠点数

① 役職員数 （単位：人）
30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

役員数 13 - △ 3 13 16
従業員数 504 △ 24 △ 14 528 518
※従業員数には出向を含み、嘱託・臨時雇を除く

② 拠点数 （単位：店）
30年3月末 29年9月末 29年3月末

29年9月末比 29年3月末比

国内本支店 41 - - 41 41
うち出張所 2 - - 2 2
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Ⅲ．追加質問項目

１．自己資本について （単位：百万円、％）

リスク・アセット 自己資本 自己資本比率

２０１７年３月期 283,869 21,498 7.57

２０１８年３月期 291,815 21,257 7.28

２．業務純益について （単位：百万円）

一般貸引繰入前 一般貸引繰入後

除く債券損益

１７年３月期 1,339 1,272 1,250

１８年３月期 1,273 1,273 1,435

１９年３月期予想 950 950 900

１８年９月中間期 580 580 550

３．不良債権について
（１）処理損失 （単位：百万円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 ③貸倒引当金戻入益 総与信費用

純繰入額 ①＋②－③

１７年３月期 88 445 - 534

１８年３月期 △ 162 478 - 316

１７年９月中間期 △ 109 222 - 113

１９年３月期予想 50 350 - 400

１８年９月中間期 30 210 - 240

（２）残高 （単位：百万円）

自己査定

    ①破綻・ ②破綻懸念先 破綻懸念先以下 ③要注意先債権 ①＋②＋③計

実質破綻先 ①＋②計

２０１７年３月末 7,576 6,096 13,673 212,393 226,067

２０１７年９月末 7,568 5,764 13,333 209,678 223,011

２０１８年３月末 7,181 5,475 12,657 213,457 226,114

金融再生法開示基準

④要管理債権 ①＋②＋④計

２０１７年３月末 2,124 15,798

２０１７年９月末 1,799 15,132

２０１８年３月末 1,683 14,340

（３）債務者区分毎の引当額と引当率

実質破綻・破綻先債権 無担保部分の 100.00% 1,616百万円 100.00% 1,658百万円

破綻懸念先債権 無担保部分の 70.00% 867百万円 70.00% 865百万円

要管理先債権 無担保部分の 2.51% 17百万円 3.83% 29百万円

債　 権 　額の 0.97% 17百万円 1.51% 29百万円

その他要注意先債権 債　 権 　額の 0.54% 1,150百万円 0.57% 1,190百万円

正常先債権 債　 権 　額の 0.12% 160百万円 0.13% 160百万円

※破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることができる

  債権については、キャッシュ・フロー見積法により引き当てております。

２０１８年３月末 ２０１７年９月末
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（４）最終処理と新規発生

ａ．残高について（年間比較） （単位：百万円）

破産更生債権 危険債権 合計

17年3月末 7,576 6,096 13,673

18年3月末 7,181 5,475 12,657

17/03→18/03　新規増加 ※ 2,006 1,026 3,032

17/03→18/03　ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化 2,401 1,647 4,048

17/03→18/03　増減 △ 395 △ 621 △ 1,016

b．下期比較 （単位：百万円）

破産更生債権 危険債権 合計

17年9月末 7,568 5,764 13,333

17/09→18/03　新規増加 ※ 1,167 602 1,770

17/09→18/03　ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化 1,554 891 2,446

17/09→18/03　増減 △ 387 △ 289 △ 676

※新規増加には、債権区分の移動によるものを含んでおります。

c．ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化の内訳 （単位：百万円）

清算型処理 再建型処理 再建型処理に 債権流動化

（破産・会社更生） （民事再生） 伴う業況改善 RCC向け売却

18年3月期実績 - - - 468 -

うち17年中間期実績 - - - 328 -

（単位：百万円）

直接償却 その他 合計

（実質基準） 回収・返済 業況改善

18年3月期実績 - 3,580 3,454 126 4,048

うち17年中間期実績 - 1,805 1,741 64 2,133

４．保有株式について

（１）保有株式 （単位：百万円）

取得原価ベース 時価ベース 自己資本

２０１７年３月末 5,878 8,112 21,498

２０１７年９月末 5,829 8,746 22,014

２０１８年３月末 5,924 9,310 21,257

※非上場株式は除く

５．貸出について

（１）業種別貸出残高 （単位：百万円）

リスク管理債権ベース

総貸出残高 ３ヵ月以上延滞債権 貸出条件緩和債権 延滞債権 破綻先債権

卸・小売 ２０１７年３月末 38,972 - 264 2,740 19

２０１８年３月末 40,595 - 149 2,704 1

建設 ２０１７年３月末 43,057 - 71 1,905 68

２０１８年３月末 47,257 - 54 1,939 78

不動産 ２０１７年３月末 89,834 - 1,184 1,042 -

２０１８年３月末 85,331 - 959 1,020 -

金融・保険業 ２０１７年３月末 8,832 - - 8 -

２０１８年３月末 9,119 - - 0 -

金融再生法開示債権ベース

総与信残高 要管理債権 危険債権 破産更生債権

卸・小売 ２０１７年３月末 264 1,342 1,418

２０１８年３月末 149 1,384 1,320

建設 ２０１７年３月末 71 790 1,182

２０１８年３月末 54 591 1,427

不動産 ２０１７年３月末 1,184 456 586

２０１８年３月末 959 510 509

金融・保険業 ２０１７年３月末 - - 8

２０１８年３月末 - - 0
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